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有価証券上場規程の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（第５編における定義） （第５編における定義） 

第１００１条 この編において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

第１００１条 この編において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１）～（１２）の２ （略） （１）～（１２）の２ （略） 

（１３） 指標連動有価証券等組入型ＥＴＦ 

特定の指標に連動する投資成果を目的として

発行された有価証券、特定の指標に連動する

投資成果を目的として締結された特定の者と

の契約に係る権利又はそれらを投資信託財産

等に組み入れた投資信託等（投資信託及び外

国投資信託並びに投資法人及び外国投資法人

の総称をいう。以下同じ。）の受益証券等

（受益証券、投資証券及び外国投資証券の総

称をいい、これらを受託有価証券とする施行

令第２条の３第３号に規定する有価証券信託

受益証券及び法第２条第１項第１７号に掲げ

る有価証券のうち同項第１４号に規定する受

益証券発行信託の受益証券の性質を有するも

のを含む。以下次章において同じ。）を投資

信託財産等に組み入れたＥＴＦをいう。 

（１３） 指標連動有価証券等組入型ＥＴＦ 

特定の指標に連動する投資成果を目的として

発行された有価証券又は締結された特定の者

との契約に係る権利を投資信託財産等に組み

入れたＥＴＦをいう。 

（１４）～（３１） （略） （１４）～（３１） （略） 

（３２） 非清算店頭デリバティブ取引 

金融商品取引業等に関する内閣府令第１２３

条第１項第２１号の１０に規定する非清算店

頭デリバティブ取引をいう。 

（新設） 

  

（新規上場申請に係る提出書類等） （新規上場申請に係る提出書類等） 

第１１０３条 （略） 第１１０３条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ ＥＴＦの新規上場を申請しようとする者（指

標連動有価証券等組入型ＥＴＦの新規上場を申

請した者に限る。）のうち新規上場申請銘柄に

係る管理会社（新規上場申請銘柄が第１１０１

条第１項第２号に掲げるＥＴＦである場合にあ

っては、外国投資法人及び管理会社）である者

は、施行規則で定めるところにより、次の

（１）から（３）までに掲げる事項を記載した

報告書を提出し、当該報告書を上場前及び上場

後において当取引所が公衆の縦覧に供すること

に同意するものとする。 

 

６ ＥＴＦの新規上場を申請した者（指標連動有

価証券等組入型ＥＴＦの新規上場を申請した者

に限る。）のうち新規上場申請銘柄に係る管理

会社（新規上場申請銘柄が第１１０１条第１項

第２号に掲げるＥＴＦである場合にあっては、

外国投資法人及び管理会社）である者は、当取

引所が新規上場申請に係るＥＴＦの上場を承認

した場合には、施行規則で定めるところによ

り、カウンター・パーティーの信用状況に関す

る管理体制等（運用の継続性の確保及び投資信

託財産等の毀損の可能性の軽減のための組入有

価証券の発行者及び組入債権に係る契約の相手

方並びに当該組入有価証券及び当該組入債権に
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係る保証者（保証者がある場合に限る。）の信

用状況に関する管理体制その他の施行規則で定

める体制をいう。以下同じ。）について記載し

た報告書を提出し、当該報告書を上場前及び上

場後において当取引所が公衆の縦覧に供するこ

とに同意するものとする。ただし、この項の規

定又は第１１０７条第４項の規定により当該報

告書を提出している場合にあっては、この限り

でない。 

（１） カウンター・パーティーの信用状況に

関する管理体制等（運用の継続性の確保及び

投資信託財産等の毀損の可能性の軽減のため

の組入有価証券の発行者及び組入債権に係る

契約の相手方並びに当該組入有価証券及び当

該組入債権に係る保証者（保証者がある場合

に限る。）の信用状況に関する管理体制その

他の施行規則で定める体制をいう。以下同

じ。） 

（新設） 

（２） 組入有価証券及び組入債権の別の資産

への迅速な切り替えを行う体制 

（新設） 

（３） 金融商品取引業等に関する内閣府令第

１２３条第１項第２１号の１０、同項第２１

号の１１その他関連する規定を踏まえた非清

算店頭デリバティブ取引の証拠金の適切な管

理に係る態勢（非清算店頭デリバティブ取引

に係る権利を投資信託財産等に組み入れない

場合を除く。） 

（新設） 

  

（指標連動型ＥＴＦの上場審査基準） （指標連動型ＥＴＦの上場審査基準） 

第１１０４条 内国指標連動型ＥＴＦの上場審査

については、次の各号に掲げる基準によるもの

とする。この場合における第２号ｄ及びｄの４

の審査に関して必要な事項は、上場審査等に関

するガイドラインをもって定める。 

第１１０４条 内国指標連動型ＥＴＦの上場審査

については、次の各号に掲げる基準によるもの

とする。この場合における第２号ｄ及びｄの４

の審査に関して必要な事項は、上場審査等に関

するガイドラインをもって定める。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 新規上場申請銘柄が、次のａからｇま

で（公社債投資信託以外の証券投資信託（投

資信託法施行令第１２条各号に掲げる投資信

託を除く。以下この号、次条第２号、第１１

０７条の３第１項、第１１１２条第１項第３

号及び第１１１２条の２第３号において同

じ。）の受益証券に該当する新規上場申請銘

柄にあっては、ｂの（ｃ）及びｃの２を除

き、投資信託法施行令第１２条第１号又は第

２号に掲げる投資信託の受益証券に該当する

新規上場申請銘柄にあっては、ｂの（ｈ）及

びｃの３を除く。）に適合していること。 

（２） 新規上場申請銘柄が、次のａからｇま

で（公社債投資信託以外の証券投資信託（投

資信託法施行令第１２条各号に掲げる投資信

託を除く。以下この号、次条第２号、第１１

０７条の３第１項、第１１１２条第１項第３

号及び第１１１２条の２第３号において同

じ。）の受益証券に該当する新規上場申請銘

柄にあっては、ｂの（ｃ）及びｃの２を除

き、投資信託法施行令第１２条第１号又は第

２号に掲げる投資信託の受益証券に該当する

新規上場申請銘柄にあっては、ｂの（ｈ）及

びｃの３を除く。）に適合していること。 



3 

ａ～ｄの３ （略） ａ～ｄの３ （略） 

ｄの４ 新規上場申請銘柄が指標連動有価証

券等組入型ＥＴＦに該当する場合にあって

は、次の（ａ）から（ｄ）までに適合して

いること。なお、次の（ｂ）から（ｄ）ま

でに掲げる事項について、新規上場申請銘

柄が保有する投資信託等の受益証券等を通

じて組入有価証券又は組入債権に投資を行

う場合にあっては、保有する投資信託等の

管理会社において当該事項に適合している

ことを管理会社が確認していること。 

（ａ） 新規上場申請銘柄について上場後

継続的に運用が行われる見込みがあるこ

と。 

（ｂ） カウンター・パーティーの信用状

況に関する管理体制等が管理会社におい

て適切に整備されていること。 

（ｃ） 組入有価証券及び組入債権の別の

資産への迅速な切り替えを行う体制が管

理会社において適切に整備されているこ

と。 

（ｄ） 金融商品取引業等に関する内閣府

令第１２３条第１項第２１号の１０、同

項第２１号の１１その他関連する規定を

踏まえ、非清算店頭デリバティブ取引の

証拠金の適切な管理に係る態勢が管理会

社において整備されていること。ただ

し、非清算店頭デリバティブ取引に係る

権利を投資信託財産等に組み入れない場

合を除く。 

ｄの４ 新規上場申請銘柄が指標連動有価証

券等組入型ＥＴＦに該当する場合にあって

は、上場後継続的に運用が行われる見込み

があり、かつ、カウンター・パーティーの

信用状況に関する管理体制等が管理会社に

おいて適切に整備されていること。 

ｄの５ 新規上場申請銘柄が指標連動有価証

券等組入型ＥＴＦに該当する場合にあって

は、第１１０７条の３第１項第３号の２に

規定するポートフォリオ情報が、同項の規

定に従い投資者へ継続的に提供される見込

みがあること。 

（新設） 

ｄの６ 新規上場申請銘柄が指標連動有価証

券等組入型ＥＴＦに該当する場合にあっ

て、組入有価証券に投資するとき（保有す

る投資信託等の受益証券等を通じて組入有

価証券に投資するときを含む。）は、組入

有価証券への実質投資割合の合計が信託財

産の純資産総額の２０％以下であること。 

（新設） 

ｅ～ｇ （略） ｅ～ｇ （略） 

（３） （略） （３） （略） 

２ 外国ＥＴＦの上場審査については、次の各号

（投資信託法施行令第１２条第１号又は第２号

に掲げる投資信託の受益証券に類する外国ＥＴ

２ 外国ＥＴＦの上場審査については、次の各号

（投資信託法施行令第１２条第１号又は第２号

に掲げる投資信託の受益証券に類する外国ＥＴ
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Ｆにあっては、第７号を除く。）に掲げる基準

によるものとする。 

Ｆにあっては、第７号を除く。）に掲げる基準

によるものとする。 

（１） 前項第２号ｃの２、ｄ、ｄの２、ｄの

４からｄの６まで、ｅ及びｇ並びに第３号

（公社債投資信託以外の証券投資信託（投資

信託法施行令第１２条各号に掲げる投資信託

に該当するものを除く。）の受益証券に類す

る外国ＥＴＦにあっては、前項第２号ｃの２

を除き、外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ

にあっては、同項第３号を除く。）に適合す

ること。この場合において、外国投資証券に

該当する外国ＥＴＦにあっては、前項第２号

ｄ中「新規上場申請銘柄の投資信託財産の一

口あたりの純資産額」とあるのは「当該外国

ＥＴＦに係る一口あたりの純資産額（当該外

国ＥＴＦが投資法人債券に類する外国投資証

券である場合にあっては、投資信託財産等の

金額を当該外国ＥＴＦの数量で除した金額を

いう。）」と、同項第２号ｅ中「特定期間

（法第２４条第５項に規定する特定期間をい

う。以下同じ。）」及び「特定期間」とある

のは「営業期間」と、「信託契約期間の開始

日」とあるのは「外国投資法人の設立日」

と、それぞれ読み替えるものとする。 

（１） 前項第２号ｃの２、ｄ、ｄの２、ｄの

４、ｅ及びｇ並びに第３号（公社債投資信託

以外の証券投資信託（投資信託法施行令第１

２条各号に掲げる投資信託に該当するものを

除く。）の受益証券に類する外国ＥＴＦにあ

っては、前項第２号ｃの２を除き、外国投資

証券に該当する外国ＥＴＦにあっては、同項

第３号を除く。）に適合すること。この場合

において、外国投資証券に該当する外国ＥＴ

Ｆにあっては、前項第２号ｄ中「新規上場申

請銘柄の投資信託財産の一口あたりの純資産

額」とあるのは「当該外国ＥＴＦに係る一口

あたりの純資産額（当該外国ＥＴＦが投資法

人債券に類する外国投資証券である場合にあ

っては、投資信託財産等の金額を当該外国Ｅ

ＴＦの数量で除した金額をいう。）」と、同

項第２号ｅ中「特定期間（法第２４条第５項

に規定する特定期間をいう。以下同じ。）」

及び「特定期間」とあるのは「営業期間」

と、「信託契約期間の開始日」とあるのは

「外国投資法人の設立日」と、それぞれ読み

替えるものとする。 

（２）～（７） （略） （２）～（７） （略） 

（８） 新規上場申請銘柄が指標連動有価証券

等組入型ＥＴＦに該当する場合にあっては、

一般社団法人資産運用業協会の定める投資信

託等の運用に関する規則第１７条の２の要件

を満たす投資制限と同等の投資制限が設けら

れていること。 

（新設） 

３ 外国ＥＴＦ信託受益証券の上場審査について

は、次の各号に掲げる基準によるものとする。

この場合の各号における当該各号の取扱いは施

行規則で定める。 

３ 外国ＥＴＦ信託受益証券の上場審査について

は、次の各号に掲げる基準によるものとする。

この場合の各号における当該各号の取扱いは施

行規則で定める。 

（１） 第１項第２号ｄ、ｄの２、ｄの４から

ｄの６まで、ｅ及びｇ、同項第３号並びに前

項第２号、第２号の２、第４号から第６号ま

で及び第８号（新規上場申請銘柄に係る受託

有価証券である外国ＥＴＦが外国投資証券に

該当する場合にあっては、第１項第３号を除

く。）に適合すること。この場合において、

第１項第２号ｄ、ｄの２及びｅ並びに前項第

２号、第２号の２及び第４号中「新規上場申

請銘柄」とあるのは「新規上場申請銘柄に係

る受託有価証券である外国ＥＴＦ」と、前項

第２号ｂ中「外国ＥＴＦ」とあるのは「新規

上場申請銘柄に係る受託有価証券である外国

（１） 第１項第２号ｄ、ｄの２、ｄの４、ｅ

及びｇ、同項第３号並びに前項第２号、第２

号の２及び第４号から第６号まで（新規上場

申請銘柄に係る受託有価証券である外国ＥＴ

Ｆが外国投資証券に該当する場合にあって

は、第１項第３号を除く。）に適合するこ

と。この場合において、第１項第２号ｄ、ｄ

の２及びｅ並びに前項第２号、第２号の２及

び第４号中「新規上場申請銘柄」とあるのは

「新規上場申請銘柄に係る受託有価証券であ

る外国ＥＴＦ」と、前項第２号ｂ中「外国Ｅ

ＴＦ」とあるのは「新規上場申請銘柄に係る

受託有価証券である外国ＥＴＦ」と、前項第
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ＥＴＦ」と、前項第５号中「新規上場申請銘

柄の発行」とあるのは「新規上場申請銘柄に

係る受託有価証券である外国ＥＴＦの発行」

と、前項第６号中「外国ＥＴＦ」とあるのは

「外国ＥＴＦ信託受益証券」と、それぞれ読

み替えるほか、新規上場申請銘柄に係る受託

有価証券である外国ＥＴＦが外国投資証券に

該当する場合にあっては、第１項第２号ｄ中

「新規上場申請銘柄の投資信託財産の一口あ

たりの純資産額」とあるのは「当該外国ＥＴ

Ｆに係る一口あたりの純資産額（当該外国Ｅ

ＴＦが投資法人債券に類する外国投資証券で

ある場合にあっては、投資信託財産等の金額

を当該外国ＥＴＦの数量で除した金額をい

う。）」と、同項第２号ｅ中「特定期間（法

第２４条第５項に規定する特定期間をいう。

以下同じ。）」及び「特定期間」とあるのは

「営業期間」と、「信託契約期間の開始日」

とあるのは「外国投資法人の設立日」と、前

項第２号中「外国投資証券に該当する外国Ｅ

ＴＦ」とあるのは「新規上場申請銘柄に係る

受託有価証券である外国ＥＴＦが外国投資証

券に該当する場合」と、それぞれ読み替える

ものとする。 

５号中「新規上場申請銘柄の発行」とあるの

は「新規上場申請銘柄に係る受託有価証券で

ある外国ＥＴＦの発行」と、前項第６号中

「外国ＥＴＦ」とあるのは「外国ＥＴＦ信託

受益証券」と、それぞれ読み替えるほか、新

規上場申請銘柄に係る受託有価証券である外

国ＥＴＦが外国投資証券に該当する場合にあ

っては、第１項第２号ｄ中「新規上場申請銘

柄の投資信託財産の一口あたりの純資産額」

とあるのは「当該外国ＥＴＦに係る一口あた

りの純資産額（当該外国ＥＴＦが投資法人債

券に類する外国投資証券である場合にあって

は、投資信託財産等の金額を当該外国ＥＴＦ

の数量で除した金額をいう。）」と、同項第

２号ｅ中「特定期間（法第２４条第５項に規

定する特定期間をいう。以下同じ。）」及び

「特定期間」とあるのは「営業期間」と、

「信託契約期間の開始日」とあるのは「外国

投資法人の設立日」と、前項第２号中「外国

投資証券に該当する外国ＥＴＦ」とあるのは

「新規上場申請銘柄に係る受託有価証券であ

る外国ＥＴＦが外国投資証券に該当する場

合」と、それぞれ読み替えるものとする。 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

４～６ （略） ４～６ （略） 

  

（内国アクティブ運用型ＥＴＦの上場審査基

準） 

（内国アクティブ運用型ＥＴＦの上場審査基

準） 

第１１０４条の２ 内国アクティブ運用型ＥＴＦ

の上場審査については、次の各号に掲げる基準

によるものとする。この場合における第２号ｇ

並びに第４号及び第５号の審査に関して必要な

事項は、上場審査等に関するガイドラインをも

って定める。 

第１１０４条の２ 内国アクティブ運用型ＥＴＦ

の上場審査については、次の各号に掲げる基準

によるものとする。この場合における第２号ｇ

並びに第４号及び第５号の審査に関して必要な

事項は、上場審査等に関するガイドラインをも

って定める。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 新規上場申請銘柄が、次のａからｊま

でに適合していること。 

（２） 新規上場申請銘柄が、次のａからｊま

でに適合していること。 

ａ～ｄ （略） ａ～ｄ （略） 

ｅ 新規上場申請銘柄の投資信託財産等を、

法第２条第２０項に規定するデリバティブ

取引に係る権利、商品投資等取引に係る権

利又は投資信託法施行規則第１９条第３項

第１号に掲げるもの（次の（ａ）から

（ｃ）までに掲げるものを除く。）に対す

る投資として運用すること。 

ｅ 新規上場申請銘柄の投資信託財産等を、

法第２条第２０項に規定するデリバティブ

取引に係る権利、商品投資等取引に係る権

利又は投資信託法施行規則第１９条第３項

第１号に掲げるもの（次の（ａ）から

（ｃ）までに掲げるものを除く。）に対す

る投資として運用すること。 
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（ａ） 投資信託財産等の一口あたりの純

資産額の変動率を特定の指標の変動率に

一致させるよう運用する投資信託等の受

益証券等のうち、当該指標がレバレッジ

型・インバース型指標であるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）・（ｃ） （略） 

（ａ） 投資信託財産等の一口あたりの純

資産額の変動率を特定の指標の変動率に

一致させるよう運用する投資信託等（投

資信託及び外国投資信託並びに投資法人

及び外国投資法人の総称をいう。以下こ

の章において同じ。）の受益証券等（受

益証券、投資証券及び外国投資証券の総

称をいい、これらを受託有価証券とする

施行令第２条の３第３号に規定する有価

証券信託受益証券及び法第２条第１項第

１７号に掲げる有価証券のうち同項第１

４号に規定する受益証券発行信託の受益

証券の性質を有するものを含む。以下こ

の章において同じ。）のうち、当該指標

がレバレッジ型・インバース型指標であ

るもの 

（ｂ）・（ｃ） （略） 

ｆ （略） ｆ （略） 

ｇ 新規上場申請銘柄が指標連動有価証券等

組入型ＥＴＦに該当する場合にあっては、

次の（ａ）から（ｄ）までに適合している

こと。なお、次の（ｂ）から（ｄ）までに

掲げる事項について、新規上場申請銘柄が

保有する投資信託等の受益証券等を通じて

組入有価証券又は組入債権に投資する場合

にあっては、保有する投資信託等の管理会

社において当該事項に適合していることを

管理会社が確認していること。 

（ａ） 上場後継続的に運用が行われる見

込みがあること。 

（ｂ） カウンター・パーティーの信用状

況に関する管理体制等が適切に整備され

ていること。 

（ｃ） 組入有価証券及び組入債権の別の

資産への迅速な切り替えを行う体制が適

切に整備されていること。 

（ｄ） 金融商品取引業等に関する内閣府

令第１２３条第１項第２１号の１０、同

項第２１号の１１その他関連する規定を

踏まえ、非清算店頭デリバティブ取引の

証拠金の適切な管理に係る態勢が管理会

社において整備されていること。ただ

し、非清算店頭デリバティブ取引に係る

権利を投資信託財産等に組み入れない場

合を除く。 

ｇ 新規上場申請銘柄が指標連動有価証券等

組入型ＥＴＦに該当する場合にあっては、

上場後継続的に運用が行われる見込みがあ

り、かつ、カウンター・パーティーの信用

状況に関する管理体制等が管理会社におい

て適切に整備されていること。 

ｇの２ 新規上場申請銘柄が指標連動有価証

券等組入型ＥＴＦに該当する場合にあっ

て、組入有価証券に投資するとき（保有す

（新設） 
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る投資信託等の受益証券等を通じて組入有

価証券に投資するときを含む。）は、組入

有価証券への実質投資割合の合計が信託財

産の純資産総額の２０％以下であること。 

ｈ～ｊ （略） ｈ～ｊ （略） 

（３）新規上場申請銘柄について、第１１０７

条の３第１項第３号の２に規定するポートフ

ォリオ情報が、同項の規定に従い投資者へ継

続的に提供される見込みがあること。 

（３）新規上場申請銘柄について、第１１０７

条の４第１項第２号に規定するポートフォリ

オ情報が、同項の規定に従い投資者へ継続的

に提供される見込みがあること。 

（４）～（６） （略） （４）～（６） （略） 

  

（上場指標連動型ＥＴＦに関する情報の開示） （上場指標連動型ＥＴＦに関する情報の開示） 

第１１０７条 （略） 第１１０７条 （略） 

２ 前項の情報の適時開示については、次の各号

に定めるところによる。この場合における当該

各号の取扱いは施行規則で定める。 

２ 前項の情報の適時開示については、次の各号

に定めるところによる。この場合における当該

各号の取扱いは施行規則で定める。 

（１） 上場指標連動型ＥＴＦ（外国投資証券

に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを

受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券

を除く。）に係る管理会社は、次のａからｌ

までのいずれかに該当する場合（ａ及びｂに

掲げる事項にあっては、施行規則で定める基

準その他の投資者の投資判断に及ぼす影響が

軽微なものと当取引所が認めるものに該当す

るものを除く。）は、施行規則で定めるとこ

ろにより、直ちにその内容を開示しなければ

ならない。 

（１） 上場指標連動型ＥＴＦ（外国投資証券

に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを

受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券

を除く。）に係る管理会社は、次のａからｊ

までのいずれかに該当する場合（ａ及びｂに

掲げる事項にあっては、施行規則で定める基

準その他の投資者の投資判断に及ぼす影響が

軽微なものと当取引所が認めるものに該当す

るものを除く。）は、施行規則で定めるとこ

ろにより、直ちにその内容を開示しなければ

ならない。 

ａ 上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社

が、次の（ａ）から（ｔ）までに掲げる事

項（内国指標連動型ＥＴＦにあっては

（ｒ）から（ｓ）までを除き、外国ＥＴＦ

及び外国ＥＴＦ信託受益証券にあっては

（ｉ）、（ｎ）から（ｏ）の２まで、

（ｑ）及び（ｒ）の２から（ｒ）の４まで

を除き、内国商品現物型ＥＴＦ（管理会社

が信託受託者であるものを除く。）にあっ

ては（ｑ）及び（ｓ）を除き、内国商品現

物型ＥＴＦ（管理会社が信託受託者である

ものに限る。）にあっては（ｑ）、（ｒ）

の３及び（ｓ）を除き、外国商品現物型Ｅ

ＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証

券にあっては（ｉ）、（ｎ）から（ｏ）の

２まで、（ｑ）、（ｒ）の３及び（ｒ）の

４を除く。）のいずれかを行うことについ

ての決定をした場合（当該決定に係る事項

を行わないことを決定した場合を含む。） 

ａ 上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社

が、次の（ａ）から（ｔ）までに掲げる事

項（内国指標連動型ＥＴＦにあっては

（ｒ）から（ｓ）までを除き、外国ＥＴＦ

及び外国ＥＴＦ信託受益証券にあっては

（ｉ）、（ｎ）から（ｏ）の２まで、

（ｑ）及び（ｒ）の２から（ｒ）の４まで

を除き、内国商品現物型ＥＴＦ（管理会社

が信託受託者であるものを除く。）にあっ

ては（ｑ）及び（ｓ）を除き、内国商品現

物型ＥＴＦ（管理会社が信託受託者である

ものに限る。）にあっては（ｑ）、（ｒ）

の３及び（ｓ）を除き、外国商品現物型Ｅ

ＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証

券にあっては（ｉ）、（ｎ）から（ｏ）の

２まで、（ｑ）、（ｒ）の３及び（ｒ）の

４を除く。）のいずれかを行うことについ

ての決定をした場合（当該決定に係る事項

を行わないことを決定した場合を含む。） 

（ａ）～（ｓ） （略） （ａ）～（ｓ） （略） 
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（ｓ）の２ 上場指標連動有価証券等組入

型ＥＴＦにあっては、第１１０７条の３

第１項第３号の２に規定するポートフォ

リオ情報（以下この条において同じ。）

の提供方法の変更 

（新設） 

（ｓ）の３ 上場指標連動有価証券等組入

型ＥＴＦにあっては、ポートフォリオ情

報の投資者への提供の停止 

（新設） 

（ｔ） （ａ）から前（ｓ）の３までに掲

げる事項のほか、上場指標連動型ＥＴＦ

又は当該管理会社の運営、業務若しくは

財産に関する重要な事項であって投資者

の投資判断に著しい影響を及ぼすもの 

（ｔ） （ａ）から前（ｓ）までに掲げる

事項のほか、上場指標連動型ＥＴＦ又は

当該管理会社の運営、業務若しくは財産

に関する重要な事項であって投資者の投

資判断に著しい影響を及ぼすもの 

ｂ～ｊ （略） ｂ～ｊ （略） 

ｋ 上場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに

あっては、ポートフォリオ情報が投資者へ

継続して提供されないおそれが生じた場合 

（新設） 

ｌ 上場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに

あって、組入有価証券に投資するとき（保

有する投資信託等の受益証券等を通じて組

入有価証券に投資するときを含む。）は、

組入有価証券への実質投資割合の合計が信

託財産の純資産総額の２０％を超える日が

５営業日連続した場合 

（新設） 

（２） 上場指標連動型ＥＴＦ（外国投資証券

に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを

受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券

に限る。）に係る外国投資法人及び管理会社

は、次のａからｋまでのいずれかに該当する

場合（ａ及びｃに掲げる事項にあっては、投

資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なものと

して施行規則で定める基準に該当するものを

除く。）は、施行規則で定めるところによ

り、直ちにその内容を開示しなければならな

い。 

（２） 上場指標連動型ＥＴＦ（外国投資証券

に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを

受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券

に限る。）に係る外国投資法人及び管理会社

は、次のａからｉまでのいずれかに該当する

場合（ａ及びｃに掲げる事項にあっては、投

資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なものと

して施行規則で定める基準に該当するものを

除く。）は、施行規則で定めるところによ

り、直ちにその内容を開示しなければならな

い。 

ａ 上場指標連動型ＥＴＦに係る外国投資法

人が次の（ａ）から（ｍ）まで（上場指標

連動型ＥＴＦが投資法人債券に類する外国

投資証券である場合にあっては、（ａ）及

び（ｂ）を除く。）に掲げる事項のいずれ

かを行うことについての決定をした場合

（当該決定に係る事項を行わないことを決

定した場合を含む。） 

ａ 上場指標連動型ＥＴＦに係る外国投資法

人が次の（ａ）から（ｍ）まで（上場指標

連動型ＥＴＦが投資法人債券に類する外国

投資証券である場合にあっては、（ａ）及

び（ｂ）を除く。）に掲げる事項のいずれ

かを行うことについての決定をした場合

（当該決定に係る事項を行わないことを決

定した場合を含む。） 

（ａ）～（ｌ） （略） （ａ）～（ｌ） （略） 

（ｌ）の２ 上場指標連動有価証券等組入

型ＥＴＦにあっては、ポートフォリオ情

報の提供方法の変更 

（新設） 
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（ｌ）の３ 上場指標連動有価証券等組入

型ＥＴＦにあっては、ポートフォリオ情

報の投資者への提供の停止 

（新設） 

（ｍ） （ａ）から前（ｌ）の３までに掲

げる事項のほか、上場指標連動型ＥＴＦ

又は当該外国投資法人の運営、業務若し

くは財産に関する重要な事項であって投

資者の投資判断に著しい影響を及ぼすも

の 

（ｍ） （ａ）から前（ｌ）までに掲げる

事項のほか、上場指標連動型ＥＴＦ又は

当該外国投資法人の運営、業務若しくは

財産に関する重要な事項であって投資者

の投資判断に著しい影響を及ぼすもの 

ｂ～ｉ （略） ｂ～ｉ （略） 

ｊ 上場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに

あっては、ポートフォリオ情報が投資者へ

継続して提供されないおそれが生じた場合 

（新設） 

ｋ 上場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに

あって、組入有価証券に投資するとき（保

有する投資信託等の受益証券等を通じて組

入有価証券に投資するときを含む。）に

は、組入有価証券への実質投資割合の合計

が信託財産の純資産総額の２０％を超える

日が５営業日連続した場合 

（新設） 

３～６ （略） ３～６ （略） 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する情

報の開示） 

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する情

報の開示） 

第１１０７条の２ （略） 第１１０７条の２ （略） 

２ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係る管理

会社は、次の各号のいずれかに該当する場合

（第１号及び第２号に掲げる事項にあっては、

施行規則で定める基準その他の投資者の投資判

断に及ぼす影響が軽微なものと当取引所が認め

るものに該当するものを除く。）は、施行規則

で定めるところにより、直ちにその内容を開示

しなければならない。 

２ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係る管理

会社は、次の各号のいずれかに該当する場合

（第１号及び第２号に掲げる事項にあっては、

施行規則で定める基準その他の投資者の投資判

断に及ぼす影響が軽微なものと当取引所が認め

るものに該当するものを除く。）は、施行規則

で定めるところにより、直ちにその内容を開示

しなければならない。 

 （１）上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係る

管理会社が、次のａからｃまでに掲げる事項の

いずれかを行うことについての決定をした場合

（当該決定に係る事項を行わないことを決定し

た場合を含む。） 

 （１）上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係る

管理会社が、次のａからｃまでに掲げる事項の

いずれかを行うことについての決定をした場合

（当該決定に係る事項を行わないことを決定し

た場合を含む。） 

  ａ （略）   ａ （略） 

  ｂ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの第１

１０７条の３第１項第３号の２に規定する

ポートフォリオ情報（以下この条において

同じ。）の提供方法の変更 

  ｂ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの第１

１０７条の４第１項第２号に規定するポー

トフォリオ情報（以下この条において同

じ。）の提供方法の変更 

  ｃ （略）   ｃ （略） 

（２）～（５） （略） （２）～（５） （略） 
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（６） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦが上

場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦである場

合にあっては、前条第２項第１号ｅの２に掲

げる事実が発生したとき又は同号ｌに掲げる

場合に該当したとき 

（６） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦが上

場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦである場

合にあっては、前条第２項第１号ｅの２に掲

げる事実が発生したとき 

（７）～（１０） （略） （７）～（１０） （略） 

３～８ （略） ３～８ （略） 

  

（上場指標連動型ＥＴＦに関する情報の提供） （上場指標連動型ＥＴＦに関する情報の提供） 

第１１０７条の３ 上場指標連動型ＥＴＦに係る

管理会社（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ

及び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国

ＥＴＦ信託受益証券にあっては、外国投資法人

及び管理会社）は、当該上場指標連動型ＥＴＦ

に関する次の各号に掲げる情報（公社債投資信

託以外の証券投資信託の受益証券に該当する内

国指標連動型ＥＴＦ、投資信託法施行令第１２

条第１号に掲げる投資信託の受益証券に該当す

る内国指標連動型ＥＴＦ、外国ＥＴＦ、外国Ｅ

ＴＦ信託受益証券、内国商品現物型ＥＴＦ、外

国商品現物型ＥＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦ

信託受益証券にあっては、第１号を除く。）を

公衆による閲覧ができる方法により投資者に提

供するものとする。この場合における第２号か

ら第３号の２までの取扱いは施行規則で定め

る。 

第１１０７条の３ 上場指標連動型ＥＴＦに係る

管理会社（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ

及び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国

ＥＴＦ信託受益証券にあっては、外国投資法人

及び管理会社）は、当該上場指標連動型ＥＴＦ

に関する次の各号に掲げる情報（公社債投資信

託以外の証券投資信託の受益証券に該当する内

国指標連動型ＥＴＦ、投資信託法施行令第１２

条第１号に掲げる投資信託の受益証券に該当す

る内国指標連動型ＥＴＦ、外国ＥＴＦ、外国Ｅ

ＴＦ信託受益証券、内国商品現物型ＥＴＦ、外

国商品現物型ＥＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦ

信託受益証券にあっては、第１号を除く。）を

公衆による閲覧ができる方法により投資者に提

供するものとする。この場合における第２号及

び第３号の取扱いは施行規則で定める。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（３）の２ 上場指標連動有価証券等組入型Ｅ

ＴＦにあっては、日々売買立会開始前までに

確定したポートフォリオ情報（ＥＴＦの組入

資産の明細として施行規則で定める事項が記

載された情報をいう。以下同じ。） 

（新設） 

（４）～（６） （略） （４）～（６） （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する情

報の提供） 

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する情

報の提供） 

第１１０７条の４ 上場内国アクティブ運用型Ｅ

ＴＦに係る管理会社は、当該上場内国アクティ

ブ運用型ＥＴＦに関する次の各号に掲げる情報

を公衆による閲覧ができる方法により投資者に

提供するものとする。この場合における第１号

及び第２号の取扱いは施行規則で定める。 

第１１０７条の４ 上場内国アクティブ運用型Ｅ

ＴＦに係る管理会社は、当該上場内国アクティ

ブ運用型ＥＴＦに関する次の各号に掲げる情報

を公衆による閲覧ができる方法により投資者に

提供するものとする。この場合における第１号

及び第２号の取扱いは施行規則で定める。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 日々売買立会開始前までに確定したポ

ートフォリオ情報 

（２） 日々売買立会開始前までに確定したポ

ートフォリオ情報（ＥＴＦの組入資産の明細
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として施行規則で定める事項が記載された情

報をいう。以下この章において同じ。） 

（３）～（５） （略） （３）～（５） （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（上場ＥＴＦに関する行動規範） （上場ＥＴＦに関する行動規範） 

第１１１０条の２ （略） 第１１１０条の２ （略） 

（削る） ２ 上場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに係る

管理会社（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ

及び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国

ＥＴＦ信託受益証券にあっては、外国投資法人

及び管理会社）は、当該ＥＴＦのカウンター・

パーティーの信用状況に関する管理体制等の適

切な整備に努めるものとする。 

２ 前項に規定する者は、上場ＥＴＦの円滑な流

通及び公正な価格形成に資する情報の投資者へ

の提供及び公正な価格形成が確保されるための

環境整備に努めるものとする。 

３ 第１項に規定する者は、上場ＥＴＦの円滑な

流通及び公正な価格形成に資する情報の投資者

への提供及び公正な価格形成が確保されるため

の環境整備に努めるものとする。 

３ 上場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに係る

管理会社（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ

及び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国

ＥＴＦ信託受益証券にあっては、外国投資法人

及び管理会社）は、次の各号に掲げる事項につ

いて努めるものとする。 

（新設） 

（１） 上場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦ

のカウンター・パーティーの信用状況に関す

る管理体制等の適切な整備 

 

（２） 組入有価証券及び組入債権の別の資産

への迅速な切り替えを行う体制の整備 

 

（３） 金融商品取引業等に関する内閣府令第

１２３条第１項第２１号の１０、同項第２１

号の１１その他関連する規定を踏まえた非清

算店頭デリバティブ取引の証拠金の適切な管

理に係る態勢の整備（非清算店頭デリバティ

ブ取引に係る権利を投資信託財産等に組み入

れない場合を除く。） 

 

  

（上場指標連動型ＥＴＦの上場廃止基準） （上場指標連動型ＥＴＦの上場廃止基準） 

第１１１２条 上場内国指標連動型ＥＴＦ及び上

場内国商品現物型ＥＴＦは、次の各号のいずれ

かに該当する場合に、その上場を廃止する。こ

の場合における当該各号の取扱いは施行規則で

定める。 

第１１１２条 上場内国指標連動型ＥＴＦ及び上

場内国商品現物型ＥＴＦは、次の各号のいずれ

かに該当する場合に、その上場を廃止する。こ

の場合における当該各号の取扱いは施行規則で

定める。 

（１）～（２）の３ （略） （１）～（２）の３ （略） 

（３） 上場指標連動型ＥＴＦが、次のａから

ｋまで（公社債投資信託以外の証券投資信託

（３） 上場指標連動型ＥＴＦが、次のａから

ｋまで（公社債投資信託以外の証券投資信託
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の受益証券に該当する上場内国指標連動型Ｅ

ＴＦにあってはｂの（ｃ）、ｂの２からｂの

５まで及びｉの２を除き、投資信託法施行令

第１２条第１号又は第２号に掲げる投資信託

の受益証券に該当する上場内国指標連動型Ｅ

ＴＦにあってはｂの（ｈ）、ｂの２からｂの

５まで及びｉの２を除き、上場内国商品現物

型ＥＴＦにあってはａ、ｂ及びｂの６を除

く。）のいずれかに該当する場合 

の受益証券に該当する上場内国指標連動型Ｅ

ＴＦにあってはｂの（ｃ）、ｂの２からｂの

５まで及びｉの２を除き、投資信託法施行令

第１２条第１号又は第２号に掲げる投資信託

の受益証券に該当する上場内国指標連動型Ｅ

ＴＦにあってはｂの（ｈ）、ｂの２からｂの

５まで及びｉの２を除き、上場内国商品現物

型ＥＴＦにあってはａ、ｂ及びｂの６を除

く。）のいずれかに該当する場合 

ａ～ｂの５ （略） ａ～ｂの５ （略） 

ｂの６ 当該上場指標連動型ＥＴＦが指標連

動有価証券等組入型ＥＴＦである場合にあ

っては、次の（ａ）から（ｄ）までのいず

れかに該当する場合 

ｂの６ 当該上場指標連動型ＥＴＦが指標連

動有価証券等組入型ＥＴＦである場合にあっ

ては、次の（ａ）又は（ｂ）に該当する場合 

 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） カウンター・パーティーの信用状

況に関する管理体制等、組入有価証券及

び組入債権の別の資産への迅速な切り替

えを行う体制又は非清算店頭デリバティ

ブ取引の証拠金の適切な管理に係る態勢

（非清算店頭デリバティブ取引に係る権

利を投資信託財産等に組み入れない場合

を除く。）が管理会社又は投資信託財産

等に組み入れている投資信託等の管理会

社において整備されなくなった場合。た

だし、当該投資信託等の受益証券等を速

やかに別の資産への投資に切り替えると

き又は当該管理会社が行っていた業務が

他の管理会社に引き継がれる場合であっ

て、かつ、当該他の管理会社においてカ

ウンター・パーティーの信用状況に関す

る管理体制等、組入有価証券及び組入債

権の別の資産への迅速な切り替えを行う

体制並びに非清算店頭デリバティブ取引

の証拠金の適切な管理に係る態勢（非清

算店頭デリバティブ取引に係る権利を投

資信託財産等に組み入れない場合を除

く。）が整備されるときは、この限りで

ない。 

（ｂ） カウンター・パーティーの信用状

況に関する管理体制が管理会社において

整備されなくなった場合。ただし、当該

管理会社が行っていた業務が他の管理会

社に引き継がれる場合であって、かつ、

当該他の管理会社においてカウンター・

パーティーの信用状況に関する管理体制

が整備されるときは、この限りでない。 

（ｃ） 組入有価証券への実質投資割合の

合計が信託財産の純資産総額の２０％を

超えることとなった日から１か月以内に

２０％以下とならないとき。 

（新設） 

（ｄ） ポートフォリオ情報が継続して１

か月間投資者に提供されていない場合。

ただし、天災地変等、管理会社の責めに

帰すべからざる事由により、当該ポート

フォリオ情報の提供が困難であると当取

（新設） 
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引所が認める場合を除く。 

ｃ～ｋ （略） ｃ～ｋ（略） 

２ 上場外国ＥＴＦ（外国投資証券に該当するも

のを除く。）、上場外国ＥＴＦ信託受益証券（外

国投資証券に該当する外国ＥＴＦを受託有価証

券とするものを除く。）、上場外国商品現物型Ｅ

ＴＦ及び上場外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証

券は、次の各号のいずれかに該当する場合に、

その上場を廃止する。この場合における当該各

号の取扱いは施行規則で定める。 

２ 上場外国ＥＴＦ（外国投資証券に該当するも

のを除く。）、上場外国ＥＴＦ信託受益証券（外

国投資証券に該当する外国ＥＴＦを受託有価証

券とするものを除く。）、上場外国商品現物型Ｅ

ＴＦ及び上場外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証

券は、次の各号のいずれかに該当する場合に、

その上場を廃止する。この場合における当該各

号の取扱いは施行規則で定める。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 上場指標連動型ＥＴＦの銘柄が、次の

ａからｆまでのいずれかに該当する場合 

（３） 上場指標連動型ＥＴＦの銘柄が、次の

ａからｆまでのいずれかに該当する場合 

ａ～ｂの２ （略） ａ～ｂの２ （略） 

ｂの３ 指標連動有価証券等組入型ＥＴＦで

ある上場指標連動型ＥＴＦにあっては、一

般社団法人資産運用業協会の定める投資信

託等の運用に関する規則第１７条の２の要

件を満たす投資制限と同等の投資制限がな

くなる場合 

（新設） 

ｃ～ｆ （略） ｃ～ｆ （略） 

３・４ （略） ３・４ （略） 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの上場廃止

基準） 

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの上場廃止

基準） 

第１１１２条の２ 上場内国アクティブ運用型Ｅ

ＴＦは、次の各号のいずれかに該当する場合

に、その上場を廃止する。この場合における当

該各号の取扱いは施行規則で定める。 

第１１１２条の２ 上場内国アクティブ運用型Ｅ

ＴＦは、次の各号のいずれかに該当する場合

に、その上場を廃止する。この場合における当

該各号の取扱いは施行規則で定める。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦが、

次のａからｈまでのいずれかに該当する場合 

（３） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦが、

次のａからｈまでのいずれかに該当する場合 

ａ～ｂの２ （略） ａ～ｂの２ （略） 

ｃ 当該上場内国アクティブ運用型ＥＴＦが

指標連動有価証券等組入型ＥＴＦである場

合にあっては、前条第１項第３号ｂの６

（ａ）から（ｃ）までに該当する場合（こ

の場合において、同号ｂの６中「上場指標

連動型ＥＴＦ」とあるのは「上場内国アク

ティブ運用型ＥＴＦ」と読み替える。） 

ｃ 当該上場内国アクティブ運用型ＥＴＦが

指標連動有価証券等組入型ＥＴＦである場

合にあっては、前条第１項第３号ｂの６に

該当する場合（この場合において、同号ｂ

の６中「上場指標連動型ＥＴＦ」とあるの

は「上場内国アクティブ運用型ＥＴＦ」と

読み替える。） 

ｄ～ｈ （略） ｄ～ｈ （略） 

  

  

付  則  
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１ この改正規定は、令和８年１０月１６日

から施行する。 

 

２ 改正後の第１１０４条及び第１１０４条の２

の規定は、この改正規定施行の日以後に新規上

場申請が行われる銘柄から適用する。 
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有価証券上場規程施行規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（第５編における定義） （第５編における定義） 

第１００１条 この編において「ＥＴＦ」、「外

国ＥＴＦ」、「外国ＥＴＦ信託受益証券」、

「外国商品現物型ＥＴＦ」、「外国商品現物型

ＥＴＦ信託受益証券」、「外国商品市場」、

「カウンター・パーティー」、「管理会社」、

「組入債権」、「組入有価証券」、「指定参加

者」、「指標連動型ＥＴＦ」、「指標連動有価

証券等組入型ＥＴＦ」、「上場ＥＴＦ」、「上

場外国ＥＴＦ」、「上場外国ＥＴＦ信託受益証

券」、「上場外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証

券」、「上場指標連動型ＥＴＦ」、「上場内国

アクティブ運用型ＥＴＦ」、「上場内国指標連

動型ＥＴＦ」、「上場内国商品現物型ＥＴ

Ｆ」、「商品市場」、「商品投資等取引」、

「信託受託者」、「適格機関投資家」、「投資

信託財産等」、「内国アクティブ運用型ＥＴ

Ｆ」、「内国ＥＴＦ」、「内国指標連動型ＥＴ

Ｆ」、「内国商品現物型ＥＴＦ」及び「非清算

店頭デリバティブ取引」とは、それぞれ規程第

１００１条に規定するＥＴＦ、外国ＥＴＦ、外

国ＥＴＦ信託受益証券、外国商品現物型ＥＴ

Ｆ、外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証券、外国

商品市場、カウンター・パーティー、管理会

社、組入債権、組入有価証券、指定参加者、指

標連動型ＥＴＦ、指標連動有価証券等組入型Ｅ

ＴＦ、上場ＥＴＦ、上場外国ＥＴＦ、上場外国

ＥＴＦ信託受益証券、上場外国商品現物型ＥＴ

Ｆ信託受益証券、上場指標連動型ＥＴＦ、上場

内国アクティブ運用型ＥＴＦ、上場内国指標連

動型ＥＴＦ、上場内国商品現物型ＥＴＦ、商品

市場、商品投資等取引、信託受託者、適格機関

投資家、投資信託財産等、内国アクティブ運用

型ＥＴＦ、内国ＥＴＦ、内国指標連動型ＥＴ

Ｆ、内国商品現物型ＥＴＦ及び非清算店頭デリ

バティブ取引をいう。 

第１００１条 この編において「ＥＴＦ」、「外

国ＥＴＦ」、「外国ＥＴＦ信託受益証券」、

「外国商品現物型ＥＴＦ」、「外国商品現物型

ＥＴＦ信託受益証券」、「外国商品市場」、

「カウンター・パーティー」、「管理会社」、

「組入債権」、「組入有価証券」、「指定参加

者」、「指標連動型ＥＴＦ」、「上場ＥＴ

Ｆ」、「上場外国ＥＴＦ」、「上場外国ＥＴＦ

信託受益証券」、「上場外国商品現物型ＥＴＦ

信託受益証券」、「上場指標連動型ＥＴＦ」、

「上場内国アクティブ運用型ＥＴＦ」、「上場

内国指標連動型ＥＴＦ」、「上場内国商品現物

型ＥＴＦ」、「商品市場」、「信託受託者」、

「適格機関投資家」、「投資信託財産等」、

「内国アクティブ運用型ＥＴＦ」、「内国ＥＴ

Ｆ」、「内国指標連動型ＥＴＦ」及び「内国商

品現物型ＥＴＦ」とは、それぞれ規程第１００

１条に規定するＥＴＦ、外国ＥＴＦ、外国ＥＴ

Ｆ信託受益証券、外国商品現物型ＥＴＦ、外国

商品現物型ＥＴＦ信託受益証券、外国商品市

場、カウンター・パーティー、管理会社、組入

債権、組入有価証券、指定参加者、指標連動型

ＥＴＦ、上場ＥＴＦ、上場外国ＥＴＦ、上場外

国ＥＴＦ信託受益証券、上場外国商品現物型Ｅ

ＴＦ信託受益証券、上場指標連動型ＥＴＦ、上

場内国アクティブ運用型ＥＴＦ、上場内国指標

連動型ＥＴＦ、上場内国商品現物型ＥＴＦ、商

品市場、信託受託者、適格機関投資家、投資信

託財産等、内国アクティブ運用型ＥＴＦ、内国

ＥＴＦ、内国指標連動型ＥＴＦ及び内国商品現

物型ＥＴＦをいう。 

２ 第２条の規定にかかわらず、この編におい

て、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

２ 第２条の規定にかかわらず、この編におい

て、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４） 投資信託等 規程第１００１条第１項

第１３号に規定する投資信託等をいう。 

（４） 投資信託等 規程第１１０４条の２第

２号ｅの（ａ）に規定する投資信託等をい

う。 
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（５） 受益証券等 規程第１００１条第１項

第１３号に規定する受益証券等をいう。 

（５） 受益証券等 規程第１１０４条の２第

２号ｅの（ａ）に規定する受益証券等をい

う。 

（６） ポートフォリオ情報 規程第１１０７

条の３第１項第３号の２に規定するポートフ

ォリオ情報をいう。 

（６） ポートフォリオ情報 規程第１１０７

条の４第１項第２号に規定するポートフォリ

オ情報をいう。 

３ （略） ３ （略） 

  

（有価証券新規上場申請書の添付書類） （有価証券新規上場申請書の添付書類） 

第１１０３条 規程第１１０３条第２項第１号に

規定する施行規則で定める書類は、次の各号に

掲げる書類とする。 

第１１０３条 規程第１１０３条第２項第１号に

規定する施行規則で定める書類は、次の各号に

掲げる書類とする。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（６） 指標連動有価証券等組入型ＥＴＦにあ

っては、次のａ及びｂに掲げる書面 

（新設） 

ａ ポートフォリオ情報の提供を継続的に行

う旨の確約書 

ｂ 組入有価証券への実質投資割合の合計が

信託財産の純資産総額の２０％を超えない

ものとして運用する旨の確約書 

２ 規程第１１０３条第２項第２号に規定する施

行規則で定める書類は、次の各号に掲げる書類

とする。 

２ 規程第１１０３条第２項第２号に規定する施

行規則で定める書類は、次の各号に掲げる書類

とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 指標連動有価証券等組入型ＥＴＦにあ

っては、組入有価証券への実質投資割合の合

計が信託財産の純資産総額の２０％を超えな

いものとして運用する旨の確約書 

（新設）  

（６） （略） （５） （略） 

  

（新規上場申請に係る提出書類） （新規上場申請に係る提出書類） 

第１１０４条 （略） 第１１０４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 規程第１１０３条第６項第１号に規定する施

行規則で定める体制とは、次の第１号及び第２

号に掲げる体制をいい、同項に規定する報告書

には、次の各号に掲げる体制の区分に従い、当

該各号に定める事項を記載しなければならな

い。 

３ 規程第１１０３条第６項に規定する施行規則

で定める体制とは、次の各号に掲げる体制をい

い、同項に規定する報告書には、当該各号に掲

げる体制の区分に従い、当該各号に定める事項

を記載しなければならない。 

（１） カウンター・パーティー等（組入有価

証券の発行者及び組入債権に係る契約の相手

方並びに当該組入有価証券及び当該組入債権

に係る保証者（保証者がある場合に限る。）

をいう。以下同じ。）の信用状況に関する管

理体制 

（１） カウンター・パーティー等（組入有価

証券の発行者及び組入債権に係る契約の相手

方並びに当該組入有価証券及び当該組入債権

に係る保証者（保証者がある場合に限る。）

をいう。以下同じ。）の信用状況に関する管

理体制 
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ａ 組入有価証券又は組入債権の権利の内容

及びカウンター・パーティー等の概要 

（新設） 

ｂ カウンター・パーティー等の選定基準及

びその適合状況 

ａ カウンター・パーティー等の選定基準 

ｃ （略） ｂ （略） 

ｄ （略） ｃ （略） 

（２） （略） （２） （略） 

（３） 組入有価証券及び組入債権の別の資産

への迅速な切り替えを行う体制 

 組入有価証券及び組入債権について、別の

発行者の発行する有価証券への投資又は別

の相手方との契約に係る権利等の資産へと

迅速に切り替える方法 

（新設） 

（４） 非清算店頭デリバティブ取引の証拠金

の適切な管理に係る態勢（非清算店頭デリバ

ティブ取引に係る権利を投資信託財産等に組

み入れない場合を除く。） 

 金融商品取引業等に関する内閣府令第１２

３条第１項第２１号の１０、同項第２１号

の１１その他関連する規定を踏まえ、非清

算店頭デリバティブ取引の証拠金を適切に

管理する方法 

（新設） 

  

（上場指標連動型ＥＴＦに関する情報の提供の

取扱い） 

（上場指標連動型ＥＴＦに関する情報の提供の

取扱い） 

第１１０９条の３ （略） 第１１０９条の３ （略） 

２ 規程第１１０７条の３第１項第３号の２に規

定する施行規則で定める事項とは、次の各号に

掲げる事項とする。 

（新設） 

（１） ＥＴＦに関する次の aからｄまでに掲

げる事項 

 

ａ 銘柄コード 

ｂ 名称 

ｃ 保有する現金の量 

ｄ 受益権口数 

 

（２） ＥＴＦの組入資産に関する次の aから

ｃまでに掲げる事項 

 

ａ 名称又は銘柄コードその他の有価証券、

デリバティブ取引に係る権利若しくは商品

投資等取引に係る権利又は通貨の内容を特

定できる情報 

ｂ 前ａにより特定された各組入資産の数量

又は金額 

ｃ ａにより特定された各組入資産の単価 

 

３ ＥＴＦの組入資産に投資信託等の受益証券等

が含まれる場合、前項第２号に掲げる事項は、

（新設） 
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当該投資信託等が投資する有価証券、デリバテ

ィブ取引に係る権利若しくは商品投資等取引に

係る権利又は通貨ごとに記載するものとする。

ただし、当該投資信託等が、次の各号に掲げる

ものである場合は当該投資信託等の受益証券等

ごとに記載すれば足りるものとする。 

（１） 投資者の資金を主として規程第１２０

１条第１２号に掲げる不動産等又は同条第１

号の３に掲げるインフラ資産等に対する投資

として運用することを目的とする投資信託等

であって、その受益証券等が国内の金融商品

取引所に上場しているもの 

（２） 投資信託財産等の一口あたりの純資産

額の変動率を特定の指標の変動率に一致させ

るよう運用する投資信託等又はポートフォリ

オ情報を日々継続的に投資者に提供する投資

信託等であって、その受益証券等が国内の金

融商品取引所に上場しているもの 

（３） 前２号に掲げるものに類する投資信託

等であって、その受益証券等が外国金融商品

取引所等に上場しているもの 

 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する情

報の提供の取扱い） 

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する情

報の提供の取扱い） 

第１１０９条の４ （略） 第１１０９条の４ （略） 

（削る） ２ 規程第１１０７条の４第１項第２号に規定す

る施行規則で定める事項とは、次の各号に掲げ

る事項とする。 

（１） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関

する次の aからｄまでに掲げる事項 

ａ 銘柄コード 

ｂ 名称 

ｃ 保有する現金の量 

ｄ 受益権口数 

（２） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの組

入資産に関する次の aからｃまでに掲げる事

項 

ａ 名称又は銘柄コードその他の有価証券、

デリバティブ取引に係る権利若しくは商品

投資等取引に係る権利又は通貨の内容を特

定できる情報 

ｂ 前ａにより特定された各組入資産の数量

又は金額 

ｃ 前ａにより特定された各組入資産の単価 

２ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの組入資産

に投資信託等の受益証券等が含まれる場合、第

１１０９条の３第２項第２号に掲げる事項は、

当該投資信託等が投資する有価証券、デリバテ

３ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの組入資産

に投資信託等の受益証券等が含まれる場合、前

項第２号に掲げる事項は、当該投資信託等が投

資する有価証券、デリバティブ取引に係る権利
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ィブ取引に係る権利若しくは商品投資等取引に

係る権利又は通貨ごとに記載するものとする。

ただし、当該投資信託等が、次の各号に掲げる

ものである場合は当該投資信託等の受益証券等

ごとに記載すれば足りるものとする。 

若しくは商品投資等取引に係る権利又は通貨ご

とに記載するものとする。ただし、当該投資信

託等が、次の各号に掲げるものである場合は当

該投資信託等の受益証券等ごとに記載すれば足

りるものとする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

  

（上場指標連動型ＥＴＦの上場廃止基準の取扱

い） 

（上場指標連動型ＥＴＦの上場廃止基準の取扱

い） 

第１１１３条 （略） 第１１１３条 （略） 

２～７ （略） ２～７ （略） 

８ 規程第１１１２条第１項第３号ｂの６の

（ｂ）に規定するカウンター・パーティーの信

用状況に関する管理体制等、組入有価証券及び

組入債権の別の資産への迅速な切り替えを行う

体制又は非清算店頭デリバティブ取引の証拠金

の適切な管理に係る態勢（非清算店頭デリバテ

ィブ取引に係る権利を投資信託財産等に組み入

れない場合を除く。）が管理会社において整備

されなくなった場合とは、同第１１０３条第６

項に規定する報告書（同第１１０７条第４項に

基づき変更された報告書を含む。）において、

第１１０４条第３項各号に規定する管理体制が

記載されなくなった場合その他当該管理体制を

確認できなくなった場合をいう。 

８ 規程第１１１２条第１項第３号ｂの６の

（ｂ）に規定するカウンター・パーティーの信

用状況に関する管理体制が管理会社において整

備されなくなった場合とは、同第１１０３条第

６項に規定する報告書において、第１１０４条

第３項第１号に規定する管理体制が記載されな

くなった場合その他当該管理体制を確認できな

くなった場合をいう。 

９～１７ （略） ９～１７ （略） 

  

（監理銘柄の指定の取扱い） （監理銘柄の指定の取扱い） 

第１１１５条 当取引所は、上場ＥＴＦが次の各

号のいずれかに該当する場合は、当該上場ＥＴ

Ｆを規程第１１１５条に規定する監理銘柄に指

定することができる。この場合において、第３

号の５、第８号、第９号、第９号の５又は第１

４号のいずれかに該当する場合は監理銘柄（審

査中）に指定し、それ以外の場合は監理銘柄

（確認中）に指定する。 

第１１１５条 当取引所は、上場ＥＴＦが次の各

号のいずれかに該当する場合は、当該上場ＥＴ

Ｆを規程第１１１５条に規定する監理銘柄に指

定することができる。この場合において、第８

号、第９号、第９号の５又は第１４号のいずれ

かに該当する場合は監理銘柄（審査中）に指定

し、それ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指

定する。 

（１）～（３）の４ （略） （１）～（３）の４ （略） 

（３）の５ 上場ＥＴＦの銘柄が、規程第１１

０３条第６項に規定する報告書（同第１１０

７条第４項に基づき変更された報告書を含

む。）の記載内容に従った適切な運用が行わ

れていないことにより、同第１１１２条第１

項第３号ｂの６の（ｂ）に該当するおそれが

あると当取引所が認める場合（同条第２項第

３号ｂの２及び同条第３項第５号ｂの２並び

（３）の５ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１

２条第１項第３号ｂの６の（ｂ）に該当する

おそれがあると当取引所が認める場合（同条

第２項第３号ｂの２及び同条第３項第５号ｂ

の２並びに規程第１１１２条の２第３号ｃに

よる場合を含む。） 
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に規程第１１１２条の２第３号ｃによる場合

を含む。） 

（３）の６ 規程第１１０３条第６項に規定す

る報告書（同第１１０７条第４項に基づき変

更された報告書を含む。）の記載内容に基づ

き、上場ＥＴＦの銘柄が同第１１１２条第１

項第３号ｂの６の（ｂ）に該当するおそれが

あると当取引所が認める場合（同条第２項第

３号ｂの２及び同条第３項第５号ｂの２並び

に規程第１１１２条の２第３号ｃによる場合

を含む。） 

（新設） 

（３）の７ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１

２条第１項第３号ｂの６の（ｃ）に該当する

おそれがあると当取引所が認める場合（同条

第２項第３号ｂの２及び同条第３項第５号ｂ

の２による場合を含む。） 

（新設） 

（３）の８ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１

２条第１項第３号ｂの６の（ｄ）に該当する

おそれがあると当取引所が認める場合（同条

第２項第３号ｂの２及び同条第３項第５号ｂ

の２による場合を含む。） 

（新設） 

（４）～（１０） （略） （４）～（１０） （略） 

（１０）の２ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１

１２条第２項第３号ｂの３に該当するおそれ

があると当取引所が認める場合 

（新設） 

（１１）～（１７） （略） （１１）～（１７） （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の場合における監理銘柄への指定期間

は、次の各号に掲げる場合の区分に従い、当該

各号に定める時から当取引所が当該上場ＥＴＦ

を上場廃止するかどうかを認定した日までとす

る。 

３ 前２項の場合における監理銘柄への指定期間

は、次の各号に掲げる場合の区分に従い、当該

各号に定める時から当取引所が当該上場ＥＴＦ

を上場廃止するかどうかを認定した日までとす

る。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 第１項第３号の５から第３号の８まで

及び第８号から第１７号までのいずれかに該

当する場合 

 当取引所が必要と認めた日 

（３） 第１項第３号の５及び第８号から第１

７号までのいずれかに該当する場合 

 当取引所が必要と認めた日 

（４）～（６） （略） （４）～（６） （略） 

４ （略） ４ （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和８年１０月１６日

から施行する。 
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２ 改正後の第１１０３条及び第１１０４条の規

定は、この改正規定施行の日以後に新規上場申

請が行われる銘柄から適用する。 
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上場審査等に関するガイドラインの一部改正新旧対照表  

 

新 旧 

ⅩⅡ ＥＴＦの新規上場申請に係る審査 ⅩⅡ ＥＴＦの新規上場申請に係る審査 

（信用リスク） （信用リスク） 

１０．規程第１１０４条第１項第２号ｄの４及び

規程第１１０４条の２第２号ｇに定める事項に

ついての審査は、次の（１）から（４）までに

掲げる観点その他の観点から検討することによ

り行う。 

１０．規程第１１０４条第１項第２号ｄの４及び

規程第１１０４条の２第２号ｇに定める事項に

ついての審査は、次の（１）及び（２）に掲げ

る観点その他の観点から検討することにより行

う。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） カウンター・パーティー等の財務状況

等の著しい悪化が明らかになった場合等に、

保有する組入有価証券及び組入債権を、管理

会社の定める選定基準を満たす別の発行者の

発行する有価証券への投資又は別の相手方と

の契約に係る権利等の資産に迅速に切り替え

を行うことで、組入有価証券及び組入債権の

連動対象の指標との乖離を最小化する体制等

が管理会社において適切に整備されていると

認められること。 

（新設） 

 

 

 

（４） 金融商品取引業等に関する内閣府令第

１２３条第１項第２１号の１０、同項第２１

号の１１その他関連する規定を踏まえ、非清

算店頭デリバティブ取引の証拠金の適切な管

理に係る態勢（非清算店頭デリバティブ取引

に係る権利を投資信託財産等に組み入れない

場合を除く。）が管理会社において適切に整

備されていると認められること。なお、変動

証拠金の預託等又は返還を求めることを要し

ない額として当事者があらかじめ定める額に

ついては、純資産額や原資産の取引状況に応

じ適切な額を定めていると認められること。

ただし、金融商品取引業等に関する内閣府令

第１２３条第１３項各号に該当する取引につ

いては、非清算店頭デリバティブ取引の当初

証拠金の適切な管理に係る態勢の整備は要し

ないものとする。 

（新設） 

  

  

付  則  

この改正規定は、令和８年１０月１６日か

ら施行し、同日以後に新規上場申請が行われ

る銘柄から適用する。 

 

  

 


